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告 示

島根県告示第648号

島根県中小企業制度融資要綱（昭和47年島根県告示第239号）の一部を次のように改正する。

平成24年11月27日

島根県知事 溝 口 善兵衛

別表特別融資の部収益体質強化資金の項の次に次のように加える。

経営 中小企業者又 運転 80,000,000 年2.05 年1.90 15年以内 １年以 法人１ 取扱金 要 商工会 普通銀行

改善 は組合であっ 資金 円 パーセ パーセ 内据置 人以上 融機関 （年0.4 議所 商工中金

長期 て、次の要件の ント ント き 個人原 又は保 パーセ 商工会 信用金庫

借換 全てに該当し、 （融資 （融資 原則と 則とし 証協会 ント以 中央会 信用組合

資金 経営改善に取り 期間が 期間が して元 て不要 の決定 上1.70 商工会 信連

組むために既往 10年以 10年以 金均等 に よ パーセ 連合会 農協

借入金の借換資 内のも 内のも 月賦 る。 ント以 産業振 ＪＦしま

金を必要とする のにつ のにつ 下） 興財団 ね

もの い て い て

⑴ 商工会議 は、年 は、年

所等の指導 1.75パ 1.60パ

機関の指導 ーセン ーセン

を受け、経 ト） ト）

営の改善に

係る計画を

作成してい

ること。

⑵ 商工会議

所等の指導

機関の指導

を継続して

受ける体制

が確保され

て い る こ

と。

⑶ 取引金融

機関等の支

援体制が確

保されてい

ること。

別表の注の１中「とする」を「とし、経営改善長期借換資金の取扱期間は平成27年３月31日保証承諾分までとする」に

改める。

附 則

この告示は、平成24年12月３日から施行する。
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